
厚木市地域婦人団体連絡協議会補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、生涯学習の推進を図るため、予算の範囲内において厚木市地域婦人

団体連絡協議会（以下「団体」という。）の事業活動に要する経費の一部を補助するこ

とについて、厚木市補助金等交付規則（昭和45年厚木市規則第５号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象経費） 

第２条 補助対象経費は、次に掲げる事業の活動に要する経費とする。ただし、事業の特

殊性により必要と認められる場合は、運営費についても補助対象とすることができる。 

 (1) 文化教養に関する事業 

 (2) 生活科学に関する事業 

 (3) 奉仕及び福祉に関する事業 

 (4) レクリエーションに関する事業 

(5) その他目的を達成するための事業 

（交付金額） 

第３条 補助金の交付額は、補助対象経費の２分の１以内の額とする。 

（交付申請手続） 

第４条 補助金の交付を受けようとする団体の代表者は、補助金交付申請書に次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 規約 

(4) 役員等氏名一覧 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたものに

ついて交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の決定をしたときは、補助金交付決定通知書により、補助金の交付を申

請した団体の代表者に通知するものとする。 

（事業の計画変更等） 

第６条 団体の代表者は、補助金交付決定通知を受けた後において、当該事業の計画を変

更し、又は中止しようとするときは、事業計画変更承認申請書に必要な書類を添えて市

長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、審査し、事業計画の変更又は中止が適当

と認めたときは、事業計画変更承認通知書を通知するものとする。 

（交付時期） 

第７条 補助金の交付の時期は、補助金額の２分の１ずつを６月及び12月の２期に分けて

交付するものとする。ただし、市長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付を受けた団体の代表者は、その事業が完了した日の翌日から起算し



て30日以内に、事業実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければなら

ない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他市長が必要と認めた書類 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の全部又は一部の返還を

求めることができる。 

(1) 事業を中止し、又は実施しなかったとき。 

(2) 交付条件に違反したとき。 

(3) 虚偽の申請により、不当に補助金の交付を受けたとき。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、生涯学習主管部長が別に定める。 

 

附  則 

この要綱は、平成15年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成24年６月11日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年５月17日から施行する。 


